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特集

業務プロセスやシステムにも影響が

Q&A新リース会計基準
実務対応の第一歩

去る9月13日、ASBJが公表した企業会計基準34号「リースに関する会計基準」等では、
オペレーティング・リースを含む借手のすべてのリースがオンバランスされ、これまで
リース取引とされていないものまで範囲に含まれるなど、本基準適用の影響は会計処理
にとどまらない。2027年４月開始年度からの強制適用に向けて、全社的に業務プロセス
やシステム対応を含めた新リース会計基準等対応プロジェクトを進める必要がある。そ
こで、本特集では、実務対応をどこから始めるべきか、実際に使える影響度調査票や
TODOリストなども盛り込みつつ、解説していただいた。

会計処理以外も各方面への影響を把握

新リース会計基準適用に伴う
影響の全体像
調査票やTODOリスト等で手戻りを防ぐ

新リース会計基準の影響度調査の
進め方
借手へのインパクトが大きい２論点に注意

「リースの識別」・「借手のリース期間」の
実務対応

第
１
章

第
２
章

第
３
章

仰星監査法人　公認会計士 新島　敏也／仰星監査法人　公認会計士 岡田　健司
仰星監査法人　公認会計士・米国公認会計士 井上　敏／仰星コンサルティング㈱　公認会計士 本田　直誉


